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1,045 849

73 108 13 533
63 251 30 113 13

 
 

849 193
114 59 1-2-1

 
 

       
  114 59 

 42 22 
  37 19 

 

 
849 712 146

21 1,820 1 13
472 26  

849 799 718
90 15,840 1 4
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11,850 1 3

1-2-2  
 

      
 0 0 196 342 53 591( ) 

 0 0 120 187 239 546( ) 
 

849 778 697
90 14,065 1 4

7,037 1
 

167
1-2-3  

 

      
 0 2 132 176 27 337( ) 

 6 0 181 120 182 489( ) 
 

849 623
609 98 29,646 1

6 7,714 1
3 141

1-2-4  
 

      
 1 4 150 150 25 330( ) 

 0 0 345 187 148 680( ) 
 

849 448
117 26 4,464 1 6

478 1 3
7
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第３節 教育課程編成 

 

（１）教育課程編成に関する検討 

①教育課程編成に関する検討部署 

回答校 849 校のうち（複数回答）、「教育課程の編成のための組織を設置している」

が 462 校（54％）、「教務部が中心となっている」は 354 校（42％）であり、教育課程

の編成のための組織を設置している学校が約半数であった。「その他」としては、「各

学部」が多くを占め、「学習指導部」、「教育課程研修部」、「研究部」等の分掌部で検討

を行っている記述があった。また、「研究研修委員会」、「企画委員会」、「経営会議」と

いった委員会組織で行っている記述もあった。 

 

②教育課程の検討の参画者 

回答校 849 校のうち（複数回答）、「教務主任」が 796 校（94％）、「管理職」が 731

校（86％）、「学部主任」が 723校（85％）参画していることが示された。 

「その他」としては、「進路指導主事」、「全員」、「地域支援部長」、「特別支援教育コ

ーディネーター」、「自立活動主任」、「学年主任」、「教科主任」、「保健主事」、「生徒指

導主事」、「類型別部会の代表」、「訪問部主任」「主幹教諭」、「養護教諭」、「分掌課長」、

「職業科の代表」、「運営委員会委員」等が挙げられた。 

 

 ③教育課程の検討内容 

回答校 849 校のうち（複数回答）、「授業時数の検討、評価」が 747 校（88％）、「時

程の検討、評価」が 638 校（75％）、「学校行事の検討」が 558 校（66％）、「教育目標

の検討・評価」が 551 校（65％）、「教育課程の類型にかかわる検討」が 492 校（58％）

であった（表 1-3-1）。 

「その他」としては、「個別の指導計画と個別の教育支援計画の整合性と関連づけ」、

「道徳・自立活動の全体計画作成」、「内容表の作成」、「学習グループの編成」、「授業

改善に関する保護者アンケート」、「小中高等部一貫した教育課程」、「グループ編成」、

「知的障害児の自立活動」、「選択科目の検討評価」、「コース制度」、「交流及び共同学

習」、「総合的な学習の時間」、「単元の配列」、「キャリア教育」、「教室配置」、「学校評

価」等が挙げられた。 

 

表 1-3-1 教育課程の検討内容（複数回答）          N=851   

 検討内容 

 

回答数 ％ 

1 教育目標の検討、評価   551 65 

2 授業時数の検討、評価   747 88 

3 時程の検討、評価   638 75 

4 学校行事の検討   558 66 

5 教育課程の類型にかかわる検討 492 58 

6 その他   91 11 
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( ) 30  35  40  45  50  60  
20
45  

30
45 

40
50 

 11 2 34 46 2 19 1 1 1 
 

( ) 20  30  35  40 45 50 30 55 60 
 1 8 11 179 527 5 1 2 

 

( ) 30 35 40 45 50 30 50 40 45 45 50 90 
 4 7 124 167 419 1 1 1 1 

 

( ) 25 40 30 35 40 45 50 60 70 75 
 1 3 7 90 160 440 3 1 1 

 

( ) 40 45 50 60  110 
 1 2 84 1 1 
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「どのような内容を」については、「前年度との変更された内容」に焦点を当てた説

明を行う学校が多かった。指導内容を説明する際には、「時間割や日課表」と「年間行

事計画」を示す学校が多かった。少数ではあるが、新学習指導要領の内容を説明した

学校もあった。 

 

（７）教育課程を編成するに当たって、特に重視している課題 

回答校 848 校のうち、教育課程を編成するに当たって、特に重視している課題（３

つ選択）としては、「発達段階に応じた指導内容の検討」が 687校（81％）、「重複障害

のある幼児児童生徒に対応した教育課程の編成」が 56％、「（幼稚部）、小学部、中学部、

高等部、（専攻科）における系統的な指導」が 460 校（54％）挙げられた。 

また、「校内におけるＰ－Ｄ－Ｃ－Ａサイクルの周知」が 205 校（24％）、「少人数化

に対応した教育課程の編成」が 160 校（19％）、「複数の障害種に対応した教育課程の

編成」が 137 校（16％）、「自閉症の幼児児童生徒に対応した教育課程の編成」が 136

校（16％）、「教育課程評価の内容」が 130 校（15％）、「（病弱教育を主とする特別支援

学校での）単位認定」が 27校（3％）であった（表 1-3-7）。 

 

表 1-3-7 教育課程を編成するに当たって、特に重視している課題（３つ選択） 

N=848          

重視している課題 回答数 ％ 

（幼稚部）、小学部、中学部、高等部、（専攻科）における

系統的な指導 
460 54 

発達段階に応じた指導内容の検討 687 81 

重複障害のある幼児児童生徒に対応した教育課程の編成 473 56 

複数の障害種に対応した教育課程の編成 137 16 

自閉症の幼児児童生徒に対応した教育課程の編成 136 16 

少人数化に対応した教育課程の編成 160 19 

教育課程評価の内容 130 15 

（病弱教育を主とする特別支援学校での）単位認定 27 3 

校内におけるＰ-Ｄ-Ｃ-Ａサイクルの周知 205 24 

その他 80 9 

 

「その他」としては、学力に関して、「基礎基準的な学力の定着」、「大学等、進学を

めざすための基礎学力の定着」、「学力伸長を促進する教育課程の編成」等が挙げられ

た。また、個に応じた指導に関して、「多様化していく生徒への対応」、「障害に応じた

指導内容」、「個別の教育的ニーズの的確な把握」、「具体的な個人目標の設定」、「生徒

の実態の多様化の対応」等が挙げられた。この他、キャリア教育や職業教育に関する

記述として、「卒業後の生徒の生活を見えた教育課程の編成」、「職業教育を推進するた

めの教育課程の編成」等が挙げられた。 
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N=848 

 
実態把握の内容   回答数 割合（％） 

諸検査の結果  525 62 

 基本的生活習慣（日常生活動作） 731 86 

 習の状況（学力、認知等）   763 90 

 社会性、対人関係   692 82 

 コミュニケーション   701 83 

 興味・関心    521 61 

 その他    222 26 

 

（２）実態把握を行う時期 

 実態把握の時期は、回答校 848 校のうち「年度初め」が 82％で、年度初めに実施されて

いることが示された（表 1-4-2）。「その他」として、年度末の実施が多く、次いで、年２

回（前期、後期）、随時、入学相談時に実施している記述があった。また、少数であるが「３

年に１度」「年３回」実施しているという記述があった。 

N=848 

 回答数 割合（％）

年度初め 692 82 

学期ごと 186 22 

年１回 78 9 

学部がかわる時 102 12 

その他 162 19 

 

（３）実態把握による資料の活用について 

 第一義的な活用として「個別の指導計画の目標や指導内容の設定」以外に活用されてい

るのは、回答校 848 校のうち「引き継ぎの資料として（62%）」、「教材教具の作成に活かす

（21%）」、「学級編制の資料（17%）」、「集団指導と個別指導のバランスを考慮する資料（学

習集団の編制）（15%）」の順であった（表 1-4-3）。 

 

N=848 

 回答数 割合（％）

学級編制の資料としている 142 17 

指導目標や指導内容を設定するための資料としている 769 91 

集団指導と個別指導のバランスを考慮ための資料としている 126 15 

教材・教具の作成に活かしている 181 21 

教室環境の整備について考える資料としている 43 5 

引き継ぎ資料としている 526 62 

個別の指導計画に反映させている 735 87 

その他 16 2 

表 1-4-1 個別の指導計画作成のための実態把握の内容（複数回答）

表 1-4-2 実態把握を行う時期（複数回答）

表 1-4-3 実態把握による資料の活用（複数回答） 
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た」とする回答が 35％、「自立活動の指導が充実した」が 34％、「授業改善の取組が進んだ」

が 25％あった。適切な目標設定により、自立活動の指導を中心に授業改善につながってい

ることが推察された。自立活動の指導の充実については、その具体的な内容として「人間

関係の形成に関する指導」が重視されるようになった。合わせて、「キャリア教育」「職業

教育」の指導が重要視されていることが認められた（表 1-4-10）。 

 

 

 

N=664   未カテゴリ（47） 

カテゴリ（件数） 主なキーワード 

適切な目標設定(233)［35％］ 

例）「人間関係の形成」（自立活動）

を個別の指導計画のねらいや目

標にすることにより、各教科や教

科領域を合わせた指導等で関連

を意識した指導になってきてい

る。 

目標、目標設定、重点目標、長期目標、短期目標、

学校教育目標、個別の目標、目標達成 

自立活動の指導の充実 (225)

［34％］ 

自立活動、教育活動全体、集団活動、指導内容一覧、

自立活動指導計画 

授業改善の取組(167)［25％］ 授業、学習内容、学習指導案、教科学習、生活単元

学習 

人間関係の形成を重視した指導

(143)［22％］ 

人間関係、対人関係、集団参加 

職業教育の充実(123)［19％］ 職業教育、作業学習、現場実習、就業体験、校内実

習 

キャリア教育を重視した指導

(81)［12％］ 

キャリア教育、自立、キャリア発達 

交流及び共同学習の重視(79)

［12％］ 

交流、共同学習、学校間交流、居住地校交流、地域

交流 

教 育課程 全 体 の見直し (73)

［11％］ 

教育課程編成、研究、全体計画、年間計画 

進路指導の充実(22)［3％］ 進路学習、進路希望、体験学習 

 

②個別の指導計画において全ての各教科等について作成することの成果 

全ての各教科等において個別の指導計画を作成するメリットは、回答校 848 校のうち「個

に応じた手だてが設定できる（85%）」「個に応じたねらいが設定できる（85%）」であっ

た。約半数が、「複数担任制、教科担任制等による教員間の情報共有ができる」「個別の

指導計画と通知表の共通化を図ることができる」であった（表 1-4-11）。 

「その他」としては、「引継ぎ資料となる」「各教科等の関連について確認できる」「保護

者との連携」「指導のふりかえり、教師の自己の評価に有意義」等の記述があった。 

表 1-4-10 学習指導要領改訂のポイントで個別の指導計画の目標に反映された 

内容（自由記述) 
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第 5 節 自立活動 

 

（１）自立活動の教育課程上の位置付け 

今回の学習指導要領改訂のポイントのひとつに、「障害の重度・重複化、多様化への対

応」があり、発達障害を含む多様な障害に応じた指導を充実するため、自立活動の内容

の見直しが行われた。具体的には、新たに「人間関係の形成」という区分が設けられ、

「他者とのかかわりの基礎に関すること。」、「他者の意図や感情の理解に関すること。」、

「自己の理解と行動の調整に関すること。」、「集団への参加の基礎に関すること」の4項

目で整理された。「感覚や認知の特性への対応に関すること。」が「環境の把握」の区分

に追加された。従来の項目についても具体的な指導内容をイメージしやすくなるようい

くつかの項目において表現が工夫され、5区分22項目から6区分26項目に再整理された。 

また、自立活動の目標についても、学校教育法第72条の改正を踏まえて、「障害に基づ

く種々の困難」が「障害による学習上又は生活上の困難」と改められ以下のようになっ

た。 

【自立活動の目標】 

個々の児童又は生徒が自立を目指し、障害による学習上又は生活上の困難を主体

的に改善・克服するために必要な知識、技能、態度及び習慣を養い、もって心身の

調和的発達の基盤を培う。 

 

自立活動については、学校教育法第72条の後段に示されている「障害による学習上又

は生活上の困難を主体的に改善・克服するために必要な知識・技能を授ける」ことを担

う指導の中心であり、特別支援学校の教育課程において、特別に設けられた指導領域で

あり、障害の種類や程度にかかわらず指導されるものとして位置付けられている。 

 

（２）自立活動の時間の指導の設定 

回答校 842 校のうち 66％の学校において時間を設定して取り組んでおり、13％の学校

が時間を特設して行っていないことが示された（表 3-5-1）。 

「その他」では「重複学級、重度・重複学級において設定している」、「個に応じて設

定している」、「教育課程ごとに設定している」、「学部、学級ごとに設定している」、「全

教育活動を通じて行っている」等が挙げられた。 

 

表 3-5-1 自立活動の時間の設定（複数回答） N=842 

 

回答数 割合（％） 

設定している 558 66 

特に設定していない 112 13 

学部によって異なる 150 18 

部門によって異なる 73 9 

その他 96 11 
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ては尋ねていない。このため、居住地校交流が年間何回実施されているのか、また、

長期に渡って継続的に実施されているものなのかについては把握しておらず、「実施あ

り」とする学校の中には単発的な活動が含まれている可能性がある。したがって、特

に実施の割合が 2005 年の調査よりも増加している居住地校交流の結果の読み取りに

は、上記の点に留意することが必要である。 

 学校間交流については、小学部及び中学部ともにすべての学校種で 9 割以上の児童

生徒が実施している（国立特殊教育総合研究所，2005）ことが報告されていたが、今

回の調査はそれよりも減少していることが示された。これには、居住地校交流に対す

る意識の高まりとその取組が増えつつあるためと考えられる。また、中学部以降にな

ると居住地校交流及び学校間交流の実施が減少傾向にあるのには、交流先の学習進度

に応じることや教科担任制であることで担当者間の連携の難しさがあるためと推測さ

れる。さらに、小学部では、遊びを中心とした活動を通して子ども達が関わり合うこ

とが可能であるが、中学部以降は思春期に伴う子ども同士の関係性や自己意識の変化、

交流先の生徒の進学への意識の高まり等によって小学部よりも実施が難しくなると考

えられる。 

 地域との交流は、居住地校交流や学校間交流と比べると実施の割合は知的障害と知

的・肢体を除くその他の障害種では半数に満たなかった（ただし、病弱の中学部は半

数以上が実施していた）。知的障害と知的・肢体の高等部では、活動内容として作業学

習に関する記述があったことから職業教育の一環として地域での活動が展開されてい

ると推測される。なお、地域との交流については、その活動内容を見ると季節行事や

サークル等の催しへの参加が主であった。このような活動は、地域の人々に障害のあ

る子ども達について理解してもらう貴重な機会となる。このため、地域との交流は、

個々の障害のある子ども達が地域の人々とつながりを築いていくという意味合いだけ

ではなく、地域に特別支援学校の存在や役割について知ってもらう、また、学校と地

域とのつながりを強化していくといった学校全体での交流でもあることを意識するこ

とが大切である。 

一方、教育課程上の位置づけについては、居住地校交流、学校間交流ともに、いず

れの障害種も学習指導要領に明示されている特別活動や総合的な学習を中心として、

各教科（幼稚部では各領域）で実施されていた。障害種の特徴として肢体不自由では

自立活動での実施、知的障害では生活単元学習や作業学習といった領域・教科をあわ

せた指導の時間での実施が示された。これらは、交流先の教育課程には位置づけられ

ていない領域と指導形態である。したがって、これらの時間で実施する場合には、特

別支援学校の担当者は、交流先の担当者がこれらの指導について理解できるよう前も

って説明を行ったうえで、指導計画を立案していくことが求められる。 

 

②交流及び共同学習の推進に向けた課題 

交流及び共同学習の推進委員会の担当者として、肢体不自由、知的障害、病弱、知

的・肢体では半数以上が担当分掌や担当係が参加していた。分掌等の設置により、交

流先との連絡調整の窓口が明確になるという利点はある。しかしながら、今回の学習

指導要領の改訂に交流及び共同学習を「組織的に」行うとの文言が追加されたことを

踏まえると、学校全体の取組として位置づいていくために、実際の活動を担っている
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第８節 外国語活動 

 

外国語活動については、学習指導要領において以下のように示されている。 

 

第１目標 

外国語を通じて，言語や文化について体験的に理解を深め，積極的にコミュニケーシ

ョンを図ろうとする態度の育成を図り，外国語の音声や基本的な表現に慣れ親しませ

ながら，コミュニケーション能力の素地を養う。 

第 2 内容〔第 5 学年及び第 6 学年〕 

１．外国語を用いて積極的にコミュニケーションを図ることができるよう，次の事項

について指導する。 

(1)外国語を用いてコミュニケーションを図る楽しさを体験すること。 

(2)積極的に外国語を聞いたり，話したりすること。 

(3)言語を用いてコミュニケーションを図ることの大切さを知ること。 

２．日本と外国の言語や文化について，体験的に理解を深めることができるよう，次

の事項について指導する。 

(1)外国語の音声やリズムなどに慣れ親しむとともに，日本語との違いを知り，言葉の

面白さや豊かさに気付くこと。 

(2)日本と外国との生活，習慣，行事などの違いを知り，多様なものの見方や考え方が

あることに気付くこと。 

 

 

（１）外国語活動の平成 23 年度の完全実施に向けての取組 

外国語活動の完全実施に向けての取組としては、「先行実施してすでに取組を進めて

いる」が 37％、「授業時数の確保について検討を進めている」が 19％と続き、先行実

施をしている学校が 3 分の 1 以上で、取組が進んでいることが示された（表 1-8-1）。 

 

表 1-8-1 外国語活動の取組（複数回答）            N=567         

外国語活動の取組 回答数 ％ 

先行実施して、すでに取組を進めている  211 37 

教材（英語ノートや視聴覚教材）の選定、検討を進めている  80 14 

従来の総合的な学習の時間内で取り組んできた内容（国際理解活動

等）を見直している 
82 14 

授業時数の確保について検討を進めている  108 19 

その他 86 15 

 

「その他」の記述として、多くの場合、「対象となる子どもがいない」との記述があ

ったが、「年間 20 時間外国語活動を設定し実施している」、「総合的な学習の中で試行

的に取り組んでいる」、「ALT の活用も検討中」、「児童に個別に実施している」等が挙

げられた。 
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 表 1-9-4 に、障害種別の学習の内容を示した。 

 知的障害、病弱においては、「自立活動を主とする指導」を行う学校が、それぞれ、108

校(46％)、14 校（49％）、「その他」の内容を行う学校が、127 校（54％）、15 校（52％）

で、「その他」の内容を行う学校の方が多かった。一方、肢体不自由においては、「自立活

動を主とする指導」を行う学校が 65校(80％)、「その他」の内容を行う学校が 16 校（20％）

で、「自立活動を主とする指導」を行う学校が多かった。 

 

表 1-9-4 障害種別の学習の内容 

 

（５）「自立活動を主とする指導」を選択した学校が、新学習指導要領を踏まえて

特に工夫している内容 

「自立活動を主とする指導」を選択した学校について、新学習指導要領を踏まえて特に

工夫している内容を尋ねたところ、「人間関係の形成」、「健康の保持」、「コミュニケーショ

ン」に関する内容の記述が挙げられた。また、訪問教育において、特に留意していること

として自立活動の６区分のうちの特定の区分に偏ることがないように配慮した取組をする

ことが多くの学校から挙げられた。 

 

（６）訪問教育にかかわる課題 

訪問教育にかかわる課題として、「指導内容の精選や教材・教具を工夫する」が 77％、

次いで、「保護者や関係機関との連携・協力にかかわること」が 66％、「スクーリングを含

めた幼児児童生徒同士がかかわり合う指導を工夫する」が 64％であった（表 1-9-5)。 

「その他」では、「自立活動にかかる指導に関すること」、「居住地交流や交流及び共同学

習に関すること」、「重度・重複障害児童生徒のコミュニケーションに関すること」等の記

述があった。 

 

表 1-9-5 訪問教育にかかわる課題（複数回答） 

Ｎ＝344

回答校 割合

1 指導内容の精選や教材・教具を工夫すること 266 77%

2 スクーリングを含めた幼児児童生徒同士がかかわり合う指導を工夫すること 220 64%

3 指導体制にかかわること 153 44%

4 保護者や関係機関との連携・協力にかかわること 228 66%

5 その他 24 7%

視覚 聴覚 知的 肢体 病弱

自立活動を主とする指導 1 108 65 14

その他 1 127 16 15
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（７）考察 

 訪問教育の回数、授業時間数について、ほぼすべての学校が事前に設定して実施してい

ることが確認された。 

週あたりの授業回数は、週２～３回として行っている学校が全体の 89％であったが、週

１回のみの学校や週６回以上の学校もあった。指導時間については、週あたりの回数が少

ない場合は最長 150 分と長く設定され、回数が多い場合は 40 分と短く設定されていた。こ

のことから、週あたりの指導回数、指導時間数は、指導体制などにより学校ごとに違いは

あるものの、週あたりの総指導時間は、300 分～400 分(年間 10,500 分～14,000 分)でおお

よそ同じ時間実施されていることが示された。しかしながら、小学部高学年の総授業時数

の標準が 980 時間（44,100 分）、中学部のそれが、1,050 時間（52,500 分）であることか

ら、訪問教育における授業時数の確保については検討を要する。 

訪問教育における学習の内容について、自立活動を主とする指導を行っている学校が

290 校(77％)と多くを占めた。訪問教育は、「自立活動を主とする教育課程」により教育活

動を行うことが多い。指導回数、指導時間が限られた訪問教育においては、自立活動の６

区分のうちの特定の区分に偏ることがないように配慮した取組が大切となる。また、課題

として、「指導内容の精選や教材・教具の工夫すること」を挙げる学校が全体の 77％あり、

実際の授業内容について一層の検討を加えることが重要である。 

 

文献 

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所(2009)学習指導要領と教育課程の編成及び配慮

事項③訪問教育．特別支援教育の基礎・基本．ジアース教育新社，41． 

 

（滝川 国芳） 

- 55 -



56  

 

616 77.6
135 17

1-10-1  
 

 

594
58 5 1 211

- 56 -



57  

10 22.6
16.2 15.5 4

12.

 

10

- 57 -



58  

 

 

 

 

2

10 1

1
 

- 58 -



59  

 

 

 

 
 

- 59 -



60  

 

- 60 -



61  

 

- 61 -



 

 

� � �  




